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第1回 地下空間の利活用に関する安全技術の確立に関する小委員会

1.最近の地下空間に関する話題
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【事例①】福岡市交通局七隈線延伸工事現場における道路陥没

【事象発生からライフライン・道路仮復旧までの経緯】【七隈線延伸事業の概要】
延伸区間：天神南～博多
建設キロ：1.4ｋｍ
駅：2駅
建設費：約450億円
着工：平成26年2月
開業予定：平成32年度
※七隈線（橋本～天神南間 29.8㎞）
平成１７年２月開業

陥没の大きさ
幅 約27ｍ×長さ 約30ｍ×深さ 約15ｍ

今回の陥没箇所

H26.10発生箇所

七隈線延伸ルート

：七隈線（ 延伸区間）

：箱崎線
：空港線

博多駅

博多駅

１１月
８日（火）
（１日目）

４：２５頃 トンネル掘削中に湧水と一部表面の土砂崩れが発生

４：５０頃 吹付けコンクリート施工中に異常出水

５：１５頃 道路陥没発生（道路は５：１０頃に通行規制）

８：４０頃 陥没拡大（幅約27m×長さ約30m×深さ約
15m）

１４：３０頃 埋め戻し作業開始

９日（水）
（２日目）

１９：４０頃 地面から深さ3ｍまで埋め戻し作業完了
（この後、ライフラインの復旧作業開始）

１３日（日）
（６日目）

２０：２０頃 ライフライン応急復旧作業完了
（上水道は11日、ガス・電気・ＮＴＴは12日、下水道は13日に完了）

１４日（月）
（７日目）

１１：００～ 「専門技術者による会議」
(道路を仮復旧するにあたっての安全性を確認)

１５日（火）
（８日目）

５：００ 道路開放、避難勧告解除

福岡市交通局路線図
橋本

天神

博多

福岡空港

天神南
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【陥没事故の概要】

■発生場所：大阪府大阪市中央区本町橋4番地先
■工事概要：浸水対策のための貯留管布設工事
■工事内容：シールド工 内径3,500㎜ 延長約１km 土被り約23m
■陥没概要：シールド工事において発進立坑の鏡切り（マシンを発進させる

ための横穴開け）をしたところ、立坑内に地下水が浸入し陥没
発生。

■陥没規模：①市道 穴50cm四方,空洞4m×4m×深さ5m（20日19時15分）
②工事敷地内 穴5cm四方,空洞4m×5m×深さ4m（21日22時56分）
③河川区域内 穴20cm四方,空洞1m×6m×1.5m（25日13時00分）

■人的被害：作業員１名が陥没箇所を確認中に転落し、左足大たい骨骨折、
腰骨圧迫骨折。

■対応状況：・空洞は、３箇所とも流動化処理土により直ちに埋戻し。
・シールド機で立坑内横穴を塞ぎ立坑内への地下水流入が停

止。
・周辺の地盤を固めるための薬液注入を実施。
・２月１日までに、レーダー探査及びボーリング調査による安

全確認完了。
・２月２日１７時に道路管理者、交通管理者と協議の上、通行

止め解除。

【事例②】大阪市シールド工事における陥没事故について（H29.2.2現在）

【市道の陥没発生直後の状況】

市道の陥没発生場所

【埋戻し完了後の状況】

【位置図】

【工事前の状況】

陥没箇所①

立坑
陥没箇所②

N

通行止箇所

【シールド機で立坑内

横穴を塞いでいる状況】

陥没箇所③
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【事例③】工事に伴う埋設物の損傷事故例

4

○ケーブルの損傷 ○水道引き込み管の破損・断水

矢板を打設するために、改良体をブ
レーカーで取り壊し中、ケーブルの埋
設位置が、管理者に予め確認していた
位置よりずれて埋設されていたため、
損傷を与えた。

既設暗渠管φ500

水道φ350
損傷個所

水道φ20

バックホウによる側道の盤下げ中、想定と大きく違う
位置にあった既設水道管を破損した。

損傷箇所



【事例④】諸外国の事案

○シールド機の不具合（米：シアトル）

○地下鉄トンネル建設（米：ロサンゼルス）

老朽化した高速道路高架橋の代替地下トンネル掘削開始

シールド機のオーバーヒート、カッターヘッド損傷により停止

過去に掘られた地下水位の変化を観測するための井戸の鉄

製ケーシングの存在がわからずに、シールド機のカッターに、

食い込んだことが原因
代替トンネル掘削に使用されたシールド機

地下鉄建設中に発生した陥没。およそ300,000ガロ

ンの水が土砂とともにトンネル内部に流れ込んだ

地下鉄トンネル建設において、機械堀り式シールドを採用

トンネルの通り狂い修復のため、セグメント20リング分の区間

で、上部1/4円の部分を切除し切り拡げを行っていたところ、

20リング目で発生した。

論点：

地下埋設物の把握と共有

施工における地盤リスクアセスメント

経緯

論点：

経緯

水道管からの漏水で地盤が湿潤になっていたところでライニ

ングが除去され、トンネル内に土砂が流れ込み、18m上部の

地上に急速に陥没孔が口を開けた可能性が疑われた。 5



道路排水施設, 57

橋梁, 6
擁壁・ボックス, 8

法面, 4附属物, 13

下水道, 13

上水道, 3

電力, 1
通信, 2

不明管等, 6

樹木, 1

河川施設, 3

原因が特定できない, 36

道路排水, 11

橋梁, 1

擁壁・ボックス, 1

法面, 1

附属物, 7

下水道, 10上水道, 2

通信, 1

不明管等, 6

河川施設, 1

原因が特定できない, 17

直轄国道（全国）

道路施設が要因の陥没

道路占用物件が要因の陥没

直轄国道
（全国）
153件

16%

58%

うち、DID
58件

33%

36%

政令市Ａ管理道路（都市部の多い自治体の１事例）

道路施設,40

下水道,225

ガス,8

その他・
要因が特定できない,99

電力,3

上水道,15

政令市Ａ
管理道路
390件

10%

64%

（出典）道路局調べ

凡例

※

※ DID：人口集中地区
※ ポットホールは含まない

※ ポットホールを含む

道路の陥没発生件数とその要因（平成27年度）
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【事例⑤】上水道・下水道の老朽化による陥没

上水道の老朽化による陥没

約９割が５０cm未満の浅い陥没であり、
規模の小さいものがほとんど

●道路陥没深さ

50cm以下
91%

50～100cm

7%

100cm超
2%

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

H
1
7
年
度

H
1
8
年
度

H
1
9
年
度

H
2
0
年
度

H
2
1
年
度

H
2
2
年
度

H
2
3
年
度

H
2
4
年
度

H
2
5
年
度

H
2
6
年
度

H
2
7
年
度

陥
没
件
数

下水道の老朽化による陥没

■下水管路に起因する道路陥没件数

腐食に伴う水道管破裂による路面陥没（長さ10m、幅5m、深さ3.0m）
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骨材が露出した管路

（参考）老朽化の現状（下水管路施設）

○下水道の普及が進み、管路延長は約４７万Km。一方で、施設の老朽化も進行。
布設後50年を経過する古い管路が今後加速度的に増加する見通し。

●管路の老朽化の例

●管路の腐食の例

管路の年度別整備延長(H27末）

10年後(H37) 20年後(H47)

50年経過 約5.3万km 約13万km

今後50年経過管が
急増

50年経過
約1.3万km

約47万㎞
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【事例⑥】地下街における様々な事案

【漏水】地下街の漏水被害（平成23年3月11日：仙台駅）
・東日本大震災で被害を受けた地下施設の漏水状況。

【老朽化の現状】地下街の老朽化
・地下街の多くは昭和30年代、40年代に建設されており、開設から
30年以上経過している地下街は全体の８割以上を占める。

【耐震】地下街の天井被害（平成7年1月17日：三宮地下街）

・阪神淡路大震災で被害を受けた三宮地下街の天井崩落。
（提供：神戸地下街）

吊り天井の脱落被害の様子

【維持管理】地下街の安全・安心の確保のため
の取組み
・構造物に有害なひび割れ、漏水、鉄筋の露出及び天井版等の
不具合がないか点検。

漏水による部材の破断

ひび割れ調査

漏水調査地下通路の漏水の様子状況
天井点検調査
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【事例⑦】液状化に伴う事案

平成28年熊本地震による液状化被害（近見地区：熊本市南区）

H28熊本地震により、熊本市では、建物の不同沈下、宅地の沈下・ライフラインの断絶等の液状化
被害が発生した。熊本市によれば、市内の約2,900戸で被害が発生。液状化マップは作成されてい
たものの、住民等の液状化リスクと事前対策についての認識は必ずしも高くは無かったと思われる。

液状化マップ （熊本市）

熊本市HP http://www.city.kumamoto.jp/hpkiji/pub/detail.aspx?c_id=5&id=2121

建物の不同沈下

宅地の沈下（建物は沈下していない）

側方への流動

近見地区

地震後に斜路を応急復旧 10



２.地下空間の利活用に関する安全技術の
確立に関する論点

第1回 地下空間の利活用に関する安全技術の確立に関する小委員会
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２．地下空間の利活用に関する安全技術の確立に関する論点

(1)地下工事の安全技術の確立

(2)ライフライン等の埋設工事における安全対策

(3)地下空間における適切な維持管理への誘導・連携

(4)地下空間に関わる諸課題への対応

①官民が所有する地盤・地下水等に関する情報の共有化

②計画・設計・施工の各段階における地盤リスクアセスメントの実施

①地下埋設物の正確な位置の把握と共有

①ライフライン、地下街等の管理者において、老朽化に伴う亀裂・破損状況等の
把握と対策の実施、関係者間の連携

①地下工事の安全対策、液状化対策等の地下空間の安全に係る技術開発

12



２．（１）地下工事の安全技術の確立
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• 平成20年3月28日から、国土地盤情報検索
サイト(KuniJiban)を開設。

• 本サイトは、国土交通省、土木研究所、海
上・港湾・航空技術研究所 港湾空港技術研
究所により共同で運営されている。

• 規約に反しない限り、利用者に自由な利活用
を認めている。

• 地盤情報のボーリング柱状図と土質試験結果
一覧表を提供する。

種類 項目 主な提供項目 備考

ボーリング柱
状図

柱状図

標題情報
事業工事名、調査名、調査目的、調査対象
、ボーリング名、緯度・経度、発注機関、
調査会社、技術者名、孔口標高等

・調査位置住所、
テクリスコード、
電話番号を空欄と
する。

コア情報
地質区分、柱状図模様、Ｎ値、その他孔内
試験、観察記事等

・全て提供する。

土質試験結果 土質試験結果一覧
地点名、緯度・経度、試料番号、採取深度
、試験結果等

・全て提供する。

我が国の地盤情報の収集の現状
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・全国地質調査業協会連合会の緊急公開サイトにおいて、熊本県、大分県内のデータを平成28年4月
16日に公開

・被災地の空中写真や土地条件図等と重ね合わせによる表示が可能

２．（１）地下工事の安全技術の確立

全国地質調査業協会連合会ＨＰでの公開（熊本県復興支援緊急公開サイト）



地下水情報の収集の現状（１）

水基本調査（全国地下水資料台帳）

・昭和２７年より「全国地下水資料台帳」において、全
国約６万６千件の深井戸（30m以深）を公表。
但し、登録データ（地質、地下水位等）は井戸の新規
掘削時点のものであり、データ更新は行っていない。

〈深井戸データ（全国約6.6万件）〉

全国の地盤環境情報の取りまとめ（環境省）

〈代表的な観測井における過去10年の地下水位経年変化〉

〈代表的地域の地盤沈下の経年変化〉

・環境省では、地盤沈下量、地下水採取量等について、地方
公共団体からの報告に基づき、とりまとめた結果を公表。
（観測井全国１２３０本のうち、代表的な観測井のデータを公表）

出典：環境省「全国の地盤環境情報ディレクトリ」

〈全国地下水資料台帳〉

出典：国土交通省国土政策局HP

２．（１）地下工事の安全技術の確立
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地盤沈下防止等対策要綱３地域の整理分析

・関東平野北部、濃尾平野、筑後・佐賀平野の３地域の地盤沈下に関わるデータを収集、分析。
 

規制地域
（白石地区）

規制地域
（佐賀地区）

〈関東平野北部〉 〈濃尾平野〉 〈筑後・佐賀平野〉

〈地下水位・地盤変動量の推移〉〈地盤沈下の分布〉
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浦和1号 地下水位 深度150m、ｽﾄﾚｰﾅ深度114～119m、133～138m

浦和2号 地下水位 深度250m、ｽﾄﾚｰﾅ深度169～174m、184～190m

浦和1号 累積地盤変動量 深度150m

浦和2号 累積地盤変動量 深度250m

〔観測機関：埼玉県、所在地：さいたま市（保全地域）〕

地盤変動量

地下水位

・３地域について、地盤沈下の状況、各地域の代表的な観測井（合計１７箇所）のデータをグラフ化。

地下水情報の収集の現状（２）

２．（１）地下工事の安全技術の確立
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■道路及び占用物件に関する各種情報をGIS（地理情報システム）を活用して総合的に管理し、通信により
道路管理者及び占用事業者に提供するシステム。

■道路管理者及び主要公益事業者の負担により共同でシステム構築し、（一財）道路管理センターが運営。
■対象地域は、現在、東京２３区と１１の政令市（札幌、千葉、川崎、横浜、名古屋、京都、大阪、神戸、広島、北九州、福岡）。
■提供する情報は、原則、システム参加者のみ。

占用物件の平面図

断面図

■道路

■地形

■電力

■通信

■ガス

■水道

■下水道

■地下鉄

ベースマップは
縮尺1/500

レイヤ構造
データベース

【 主な用途 】
・占用許可申請（位置図の作成、オンライン電子申請等）
・道路・占用工事の調整（工事計画位置図の作成等）
・道路管理・占用物件管理（占用物件状況の検索・表示等）

道路管理システムのイメージ
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２．（2）ライフライン等の埋設工事における安全対策

道路管理システム（ＲＯＡＤＩＳ）について



〇平成27年5月の下水道法改正を踏まえ、計画的な維持管理により施設を長寿命化するための事業制度の充実、
改築更新技術の開発等の取り組みを推進。

○維持修繕に関する下水道管理者の責務を規定し、下水道の計画的な
維持管理を推進（下水道の維持修繕基準の創設、事業計画の記載事項とし
て点検の方法・ 頻度を追加）

１．下水道法の一部改正（H27.5） ２．事業制度の充実

○平成２０年度から｢下水道長寿命化支援制度（施設ごとの長寿命化）｣を実施
○平成２８年度より、長寿命化の一層の推進に向け、施設全体を一体的に捉えた
「ストックマネジメント支援制度」に充実させ、施設の長寿命化に加えて計画的な
点検・調査を支援
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【単純更新50年】

 標準耐用年数である５０年で管渠を
単純更新
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 ストックマネジメントの導入による事業費
の平準化・削減（イメージ）

３．効率的な点検調査技術・改築更新技術の開発

経費の削減、交通への影響の軽減等が期待で
きる、非開削の更生工法の普及・促進を支援。

施工後

ＳＰＲ工法
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点検・調査、改築更新時の作業の効率性や持続的な機能確保に向け、作業員
が管内に入らなくても点検・調査できるように、テレビカメラによる点検・調査技
術の開発を支援。

撮影画像

テレビカメラ テレビカメラでの管内点検

マンホール蓋及びその周辺状況、
マンホール内部を目視により確認する。

調査員がマンホール内に直接入らず、地上からビデオ
カメラをマンホール内に挿入し、管渠内の状況を確認する。

○下水道管のテレビカメラ調査技術 ○老朽化した管渠を開削せずに更生する技術

下水道管の点検例（異常の有無の把握）
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２．（3）地下空間における適切な維持管理への誘導・連携

下水道事業における老朽化対策



３.スケジュールについて

第1回 地下空間の利活用に関する安全技術の確立に関する小委員会

19



３．スケジュールについて

・地下空間に関する事案例
・地下空間の利活用に関する安全技術の確立に関する論点
・スケジュールについて

平成２９年２月６日（月） 第１回

・各論点に関する関係機関ヒアリング

３～４月頃

・骨子案作成

５月頃

・まとめ

６月頃
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